
 

 

災害時における医療救護活動に関する協定書 

 

 

島根県（以下「県」という。）と一般社団法人島根県医師会、一般社団法人島根県歯科医

師会、一般社団法人島根県薬剤師会及び公益社団法人島根県看護協会（以下「医療関係諸団

体」という。）は、災害時における医療救護活動の協力に関して、次のとおり協定を締結す

る。  

 

（趣旨）  

第１条 県内及び県外における地震・風水害等による大規模災害（原子力災害を除く。）及

び航空機や鉄道の事故等により多数傷病者が一時に発生する局地災害（以下、「大規模

災害等」という。）の発生に伴い、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）及び島根県

地域防災計画等に基づく医療救護活動に関し、本協定により県及び医療関係諸団体が協

力して取り組むことを確認し、その実施にあたって必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条  本協定における用語は、島根県地域防災計画に定めるもののほか、以下によるも

のとする。 

（１）「医療救護班」とは、災害発生時の亜急性期から中長期的の時期における医療救護活動

を担い、病院や医療関係機関の医師、看護師等により構成される医療チームであって、救

護所・避難所等の医療支援及び地域医療支援等を主に行うものをいう。 

（２）「県医療救護班調整本部」とは、島根県災害対策本部内に設置され、医療救護班の受入及

び配置調整を行う組織をいう。 

（３）「地域災害医療対策会議」とは、保健所長を責任者として被災地において医療救護活動を

統括し、医療救護班の受け入れ、配置調整等を行う組織をいう。 

 

（医療救護班の派遣） 

第３条 県は、大規模災害等の発生により、医療救護活動を実施するにあたって必要がある

と認めたときは、医療関係諸団体に対し、別紙１により医療救護班の派遣を要請するも

のとする。 

２ 医療関係諸団体は、前項により県から要請を受けたときは、速やかに対応可能な人員を

対応可能な期間ごとにとりまとめ県に報告する。 

３ 県は、前項の報告に基づき医療救護班編成を行い、医療関係諸団体と調整のうえ、医療

救護班の編成を決定する。 

 

（派遣に係る準備） 

第４条 県は、原則、医療救護班が使用する医薬品、医療用資器材及び通信手段等（以下「医

薬品等」という。）を準備することとし、それら医薬品等については、別に定めるもの

とする。緊急時に県の準備が間に合わない場合及び医療関係諸団体が携行することが合



理的である場合においては、第12条に基づく費用負担を県が行うことを前提として、医

療関係諸団体が準備する。 

２ 医療関係諸団体は、県からの派遣要請に対し速やかに対応できるよう、事前に派遣可能

な人員の把握に努める。 

 

（医療救護班の出動） 

第５条 第３条の規定に基づき編成された医療救護班は、県の医療救護班調整本部の指示に

基づき、被災地に出動し医療救護活動に従事する。 

２ 医療関係諸団体は、連携して医療救護班の活動を支援する。 

３ 医療救護班の被災地までの輸送手段については、医療救護班を構成する者が所属する医

療関係諸団体と相互に調整のうえ確保する。 

４ 県は、医療関係諸団体が行う輸送手段の確保に関し、必要に応じて支援を行う。 

５ 県は、現地までの輸送に必要な情報の提供及び緊急通行車両確認証明書の確保等に努め 

る。 

 

（県内における医療救護活動の実施） 

第６条 医療救護班は、島根県内の被災地において活動する場合、特に別途指示する場合を

除き、被災地の地域災害医療対策会議の指揮に基づき、医療救護活動を実施するととも

に、その活動状況及び医療ニーズ等の情報について、地域災害医療対策会議を通じて県

に報告を行う。 

２ 県医療救護班調整本部及び地域災害医療対策会議は、医療救護活動の実施に必要な情報

の提供に努めるとともに、医療関係諸団体との連絡調整を行う。 

  

（県外における医療救護活動の実施） 

第７条  島根県外の被災地において活動する場合、医療救護班に対する指揮命令及び救護

活動の連絡調整は、県が指定する者が行う。 

２ 県及び医療関係諸団体は、被災地における医療救護活動状況及び医療救護活動に必要な

情報を確保し、相互に情報を共有し、被災地における医療救護班へ伝達に努める。 

 

（医療救護活動の終了） 

第８条 医療救護班は、被災地での活動を終える時に、次の医療救護班に活動内容等の引き

継ぎを行う。 

２ 県及び医療関係諸団体は、医療救護班の被災地からの帰着を支援する。 

 

（医療救護班の業務）  

第９条  医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

（１）救護所、避難所等における医療・健康管理 

（２）被災地の病院・診療所の医療支援 

（３）その他医療救護班として必要な地域医療支援 

２ 医療救護班を構成する医療関係諸団体は、前項の業務を円滑に実施するため、役割分担

表（別紙２）に定める業務範囲を基本としつつ、相互に協力して業務を実施する。 



（医薬品等の供給） 

第１０条 島根県内の被災地において活動する場合、医療救護班が使用する医薬品等は、原

則として県が調達し支給する。ただし、緊急の場合は医療救護班が別途調達することもで

きる。 

２ 県外の被災地において活動する場合、医療救護班が使用する医薬品等の調達は、第７条

第１項に基づき県が指定した者の指示により行う。ただし、被災地における医薬品等の調

達が困難であって、第７条第１項に基づき県が指定した者から指示を得られない場合にお

いては、県が必要な措置を講ずる。 

 

（医療費）  

第１１条  救護所、避難所における医療費は無料とする。  

２  搬送先医療機関における医療費は、原則として患者負担とする。 

 

（費用弁償等）  

第１２条  県の要請に基づき派遣された医療救護班が災害救助法第７条（補助業務従事の

命令）又は第８条（救助業務への協力命令）の規定による救助に関する業務に従事し、ま

たは協力した場合は、県は、災害救助法第18条（費用の支弁区分）及び同法施行令第５条

（実費弁償）の定めるところにより費用を弁償する。 

２ 前項により弁償する費用の額は、島根県災害救助法施行細則（昭和33年島根県規則第57

号）第26条に規定により算定した額とする。 

３ 県は、当該災害が災害救助法の適用にならない場合においても、県の要請に基づき派遣

された医療救護班が医療救護活動に要した費用について、前項に準じて費用の弁償を行う。 

４ 費用弁償等の請求・支払の方法については、県が別に定める手続きにより行う。 

 

（損失補償） 

第１３条 医療救護班の構成員が災害救助法第７条（救助業務従事の命令）又は第８条(救

助業務への協力命令)の規定による救助に関する業務に従事し、又は協力したことにより

負傷し又は疾病にかかり、又は死亡した場合には、災害救助法第18条に基づく扶助金の交

付を受けるものとする。 

２ 県は、医療救護班の活動により、その構成員が負傷し又は疾病にかかり、又は死亡した

場合には県の負担により付保した保険により補償される範囲内において補償する。 

３ 前項に定める保険により補償する範囲は、別紙３に定めるところによる。 

４ 第２項の規定により損害の補償を受けようとする者は、県が別に定める手続きにより、

医療関係諸団体を経由して申請しなければならない。 

 

（損害賠償） 

第１４条 医療救護班の構成員は、県からの委嘱を受けて業務に従事するものとみなす。 

２ 県は、医療救護班の活動により、第三者に損害を与えたときは、県の負担により第三者

の損害を賠償する。 

３ 県は、第２項に基づく損害賠償額の一部をまかなうため、県の負担により損害賠償責任

保険を付保する。 



４ 第三者の損害の発生にあたって、医療救護班の構成員に故意または重大な過失があると

認められる場合においては、県は当該構成員に対して求償することができる。 

５ 医療救護班の構成員及び医療関係諸団体は、医療救護班の活動により第三者に損害を生

じさせたことを認知したときは、遅滞なく県に報告し、県の指示により適切な措置を講じ

るとともに、県における損害賠償手続きに協力しなければならない。 

 

（協議）  

第１５条  この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、県 

医療関係諸団体と協議して定めるものとする。  

 

（有効期限）  

第１６条  この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して1年間とする。ただし、この

協定の有効期間満了の日の1月前までに、県医療関係諸団体いずれからも意思表示がない

ときは、有効期間満了の日から起算して1年間この協定は延長され、以降同様とする。  

 

（改定に関する特例） 

第１７条  この協定の改定は、原則として県及び全ての医療関係諸団体の合意により改定す

る。ただし、特定の医療関係諸団体と県との協定に属する部分に関し、特約の締結及び

当事者間での合意による変更は可能とする。 

 

（他の協定との関係） 

第１８条  空港医療救護活動に関する協定書（平成６年４月１日付け）と本協定書において

は、本協定を本則とし、本協定の定めのない事項又は本協定と異なる内容で定めた事項が 

ある場合は、これを特例の規定として取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

この協定を証するため、本書５通を作成し、県及び各医療関係諸団体が記名押印の上、 

各自その１通を保有する。  

 

 

平成２６年３月１０日  

 

 

松江市殿町１番地 

島 根 県 

島根県知事 溝 口 善 兵 衛 

 

 

 

松江市袖師町1-31 

一般社団法人 島根県医師会 

会  長  小 村 明 弘 

 

 

 

松江市南田町141-9 

               一般社団法人島根県歯科医師会 

会  長  渡 邊 公 人 

 

 

 

               松江市千鳥町8 

一般社団法人島根県薬剤師会 

会  長  津 戸 富 太 郎 

 

 

 

               松江市袖師町7-11 

公益社団法人島根県看護協会 

会  長   春 日 順 子 

 

 

 

 

 

 



別紙１  

平 成  年  月  日 

医  第    号 

 

   医療関係諸団体の長  様 

 

                      島根県知事 溝 口  善 兵 衛 

                        （健康福祉部医療政策課） 

 

島根県医療救護班の派遣について 

  災害時における医療救護活動に関する協定書第３条の規程により、医療救護班の派遣につ

いてよろしくお願いします。 

 

記 

１ 派遣地域 

 

 

２ 派遣期間 

 

 

３ 派遣医療救護班の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必要に応じて下記情報等を提供 

【 基本情報 】 

１ 災害発生日時  平成  年  月  日 （ ）  時 

  ２ 被災地        県     市    地内（別添 地図） 

  ３ 災害の概要 

   （１）災害種別： 

   （２）被災地域 

   （３）人的被害状況 

【 医療救護活動について 】 

４ 派遣期間 

５ 派遣人数 

  ６ 派遣方法 

７ 派遣先地域 

（１） 参集場所 

（２） 医療救護実施場所 

（３） 医療救護体制の状況 

８ その他 

 

 

 



別紙２ 役割分担表 

 

協定書第９条の規定に基づく、医療救護班構成員の役割分担の概要は以下のとおりとする。 

団体名 役  割 

島根県医師会 

① 傷病者に対するトリアージ 

② 傷病者の応急処置及び医療 

③ 傷病者の医療機関への搬送の要否及び搬送順位の決定 

④ 被災者の死亡診断、死体検案及び検視等の立会 

⑤ その他医療救護班として必要な業務 

島根県歯科医師会 

① 歯科医療を要する傷病者等に対する応急処置及び歯科医療 

② 歯科医療を要する傷病者の歯科医療機関への搬送の要否及び

搬送順位の決定 

③ 被災者の身元確認の支援 

④ その他医療救護班として必要な業務 

島根県薬剤師会 

① 傷病者に関する調剤、服薬指導 

② 救護所及び医薬品等の集積場所における医薬品等の仕分け、

管理 

③ その他、消毒方法、医薬品の使用法等の薬学的指導 

④ その他医療救護班としての必要な業務 

島根県看護協会 

① 傷病者の避難所における応急看護及び看護 

② その他傷病者の看護において必要な事項 

③ その医療救護班として必要な業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 医療救護活動に係る補償内容 

 

 

内容 補償金額 備考 

死亡・後遺障害    １億円  

入院日額 １５，０００円  

通院日額 １０，０００円  

個人賠償責任 １億円  

携行品 １０万円 免責３，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 


